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公開シンポジウム「新知見の扱いとその活用」
スケジュール」日本学術会議２０２００９１０

 耐空証明

◦ 航空機の強度・構造・性能が安全性及び環境保全の為の技
術上の基準に適合するかどうかを検査し、その基準に適合し
ていると認める証明である。自動車で言えば車検に相当する。

 型式証明

◦ ある航空機の型式（軍用機は除く）の設計が安全性及び環境
適合性の基準を満たしていることを証明するものである。
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設計 開発試験 製造 登録 運航 整備
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事故

事故調査

耐空性改善通報・命令

研究

調査 機体開発

空港

航空交通管理

材料 装備品

型式証明 耐空証明 耐空証明

シカゴ条約

FAA
米国連邦航空局

EASA
欧州安全委員会

JCAS
国土交通省航空局

ANNEX
１～１９
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ICAO：国際民間航空機関
国連の専門機関



 Annex1 航空従事者技能
証明

 Annex2 航空規則
 Annex3 気象サービス

 Annex4 航空図

 Annex5 運航で使用され
る計測単位

 Annex6 航空機の運航

 Annex7 航空機の国籍及
び登録記号

 Annex8 航空機の耐空性
 Annex9 出入国の簡易化

 Annex10 航空通信

 Annex11 航空交通業務
 Annex12 捜索救難業務
 Annex13 航空機事故調

査
 Annex14 飛行場
 Annex15 航空情報業務
 Annex16 環境保護
 Annex17 保安
 Annex18 航空による危険

物の安全輸送
 Annex19 航空安全システ

ム
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 １９９６年、ニューヨークJFK空港を離陸したTWA８００便
B747型機は大西洋上空で空中分解した。

 テロやミサイルなども疑われたが、２０００年に発表され
た事故調査報告書では、「起こりうる（probable）原因

として、中央翼燃料タンクの圧力が過大となり破壊が始
まった」と結論付けた。

 この報告を受け、FAAはFAR25-125により審査要領

を改定し、燃料タンクの爆発を防止するための分析、評
価及び措置を要求を耐空証明に加えた（２００８．１１）

 この改定を受け、開発が開始されていたMRJは燃料タ

ンクに不燃ガスを充満させる燃料タンクシステムを採用
した。
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ルールの作成

型式証明

ルールの審査

リスクベース
パーフォーマンスベース
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標準化団体による
認証方法のガイド

ラインの策定

ARAC,ARCによるルールの諮問

型式証明

認定された民間への認証
委託

認証方式の開発 認証の委託
ルール作り
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・航空規則制定諮問委員会（ARAC: Aviation Rulemaking 
Advisory Committee ）
常設の諮問委員会 （１９９１年に設置される）
・航空規則制定委員会（ARC:Aviation Rulemaking Committee ）
特定の課題に対する臨時委員会（製造業、エアライン、大学、研究機
関）

FAA連邦航空局FAA

米国運輸省は1991年に、規制の発展における航空関連のあらゆる問題
について助言と勧告を提供する裁量的な連邦諮問委員会としてARACを
設立。

 １９９６White House Commission
◦ TWA８００便の太平洋上での空中分解（１９９６）を機に、大統

領は航空安全向上に向けた委員会（ゴア委員会）を設置し、
「１０年間に事故率を５分の１に減らす」目標を掲げ、FAAの
認証プログラムの見直しを命じた。

 認証技術の標準化を行う

 新たしい技術を採用できるパーフォーマンスベースのルールに
する

 業界コンセンサスによるガイドラインの作成
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・航空規則制定諮問委員会（ARAC: Aviation Rulemaking 
Advisory Committee ）
常設の諮問委員会 （１９９１年に設置される）
・航空規則制定委員会（ARC:Aviation Rulemaking Committee ）
特定の課題に対する臨時委員会（製造業、エアライン、大学、研究機
関）

FAA連邦航空局FAA

・RTCA（Radio Technical Commission for Aeronautics）
・SAE（Society of Automotive Engineers）など

製造業、エアライン、大学、研究機関などにより構成され技術検討を
行う

非営利民間団体

 SAEインターナショナル
◦ SAE １９０５年自動車技術会Society of Automobile Engineersと

して発足
◦ 1916年の年次総会では全米航空、トラクターパワーボート業界の代

表も参加し。
◦ 2001年よりSAEインターナショナルロゴを使用

 ASTMインターナショナル
◦ 旧称は米国材料試験協会 (American Society for Testing and 

Materials)。2001年、ASTM規格が国際化したことを反映し改名した。
1898年に鉄道産業の発展に伴い、レールを製造するための鋼の規
格を制定したのに始まる。主に工業材料規格と試験法規格からなって
いる。

 RTCA
◦ Radio Technical Commission for Aeronauticsを母体とする。航

空業界で使用するために技術指導を開発するボランティア団体。
1935年に設立され、民間非営利法人として1991年に再設立された。

 EUROCAE
◦ １９６３年、欧州の標準化団体として発足
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リスクベース
パーフォーマンスベース
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標準化団体による
認証方法のガイド

ラインの策定

ARAC,ARCによるルールの諮問

型式証明

認定された民間への認証
委託

認証方式の開発 認証の委託
ルールの検査

１９３０ １９４０ １９５０ １９６０ １９７０ １９８０ １９９０ ２０００
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１９３４ 商務省航空部門が航空通商局へ

１９３８ CAA（民間航空機関）設置（商務省から独立）

１９４０ 民間航空管理局（CAA、航空管制、認定）と、民間航空委員
会（CAB、安全規則、事故調査）

１９５８ 民間航空委員会（CAB）の機能に、軍

の航空安全も包括され、連邦航空局
（Federal Aviation Agency）が設立

１９６７ 連邦航空局は運輸省に組み込まれ、
連邦航空局（Federal Aviation 
Administration: FAA）、NTSBも運輸省内に
設置

１９７５ NTSBが独立政府機関

1971 サウスウェスト就
航開始

1935 TWA
DC-2事故

１９７８ 航空規制緩和

１９８５ CAB解散

1956グランドキャニオ
ン空中衝突事故

 １９４０‘ｓ
CAAは個人認証、審査の制度を導入
DER（型式証明）、DMIR（製造検査）
、DPR（パイロット検査）

 1950‘ｓ 組織に対する
DOA（型式証明、企業）、DAS（改造修理）

 １９８０‘ｓ
DAR（指定耐空証明代理
）、ODAR（組織指定耐
空証明代理）により機能
強化

2004年、認証手続きを
ODA（組織認証許可: 
Organization 
Designation 
Authorization）として
統一Copyright©2020 Shinji SUZUKI

https://www.federalregister.gov/docu
ments/2004/01/21/04-
1133/establishment-of-organization-
designation-authorization-
procedures#h-50

個人に委託

組織に委託

 航空法の改正（平成１７年）

◦ 安全規制に係る民間事業者と国の関係の見直しにより、航
空機設計検査の見直し （平成１７年１０月１日施行）が行わ
れ、「設計検査の一部に民間能力を活用する観点から、国が
認定した事業場が設計した航空機について国が行う設計検
査を一部省略すること等ができることとする。」

◦ 航空法 第２０条

 事業場の認定

 「航空機の設計および設計後の検査の能力」が追加された

 http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha05/12/120228_2/0
4.pdf
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 ２０１３年 B78７のリチウムイオンバッテリーが発煙、発
火

 バッテリーシステムはDERによる認証（新旧の認証シス
テムが混在）

 NTSB 公聴会でHersman委員長は新しい制度を求め
た。
◦ The U.S. aviation community is using the same 

approach to certification that was created to certify 
our grandparents’ aircraft, and by most accounts, it 
has served us very well. But perhaps it is time to ask if 
any changes are needed to update the system that will 
be used to oversee the development of new and 
beneficial technologies on our children’s and our 
grandchildren’s aircraft.

◦ https://flightsafety.org/asw-article/regrouping/
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 Broad Recommendations
◦ 複雑化するシステムにおいて、システムの故障や不適切な操作が航

空機の安全に関与する度合いが重要で、困難
◦ 複雑化したシステムの認証が従来の方法では不十分であり、検証で

きない不具合に対処できる冗長性を備えるべき
 Specific Recommendations
◦ ODAプロセスにおける官と民のコミュニケーションの確保
 メーカーには設計開発とは独立した認証チームの存在

 監督側にはすべてのプロセスを認識し、フォードバックプロセスを内在させ
る

◦ パイロットの操縦訓練、複数の不具合が同時に発生した場合のパイ
ロット訓練

◦ 業界コンセンサスで策定されたガイドライン（SAE ARP）の適用を明確
化

◦ https://www.faa.gov/news/media/attachments/Final_JATR_
Submittal_to_FAA_Oct_2019.pdf?mod=article_inline
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 ２０１７年８月 FAAは小型機の耐空性基準Part23の改正

 革新的で安全性の高い技術を効率よく小型航空機に適用
可能とする６３の手法

 Performance Baseの規定は、ASTMが定めた標準を採
用する
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 複雑化するシステムの安全を認証するために、業界
のコンセンサスにより認証プロセスを開発化し標準化
する

 認証ルールはリスクベースでパーフォーマンスベース
にすることで新しい技術の利用を促進する

 行政機関と民間との健全なバランスが求められる、第
三者認証機関の導入
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WEB Seminar 2020年8月4日開催
COVID‐19が航空に与える影響と今後を考える

主催：AIDA、東大未来ビジョン、日本航空協会

• On Site
– IATA Japan
– JCAB
– JAL
– JADC
– Mitsubishi 

Aircraft

• Remote
– ANA
– Narita 

Airport
– METI
– JAXA
– UTokyo

• 2500 事前登録数

• 1697 最大同時接続数

• 5444 総アクセス数

Broadcast
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JAL,ANA

三菱航空機、MHI、KHI、SUBARU

政策投資銀行成田国際空港、AGP

東大、帝京
大、
東京都立大
JAXA,ENRI
等

経済産業省

国交省

東レ、住友精密、三菱電機、NEC等
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